
内容　一部の市税を対象に、納付書に印字された「地方税統一
QRコード」を利用して、スマートフォンなどを使って「地方
税お支払いサイト」から納付できるようになります。なお、
今までの支払い方法も引き続き利用できます。

子ども福祉医療費の受給資格対象者を拡大します

4月から地方税統一QRコードを利用した電子納税が始まります

◆ 主な納付方法

◆ 税は納期内に納めましょう

・固定資産税・都市計画税
・軽自動車税（種別割）

・クレジットカード納付 ※別途手数料がかかります。
・ダイレクト納付（eLTAXを利用した口座振替）
・全国の地方税統一QRコード対応金融機関での窓口納付
・各種スマートフォン決済アプリなど

◆ 対象税目

・通信費・手数料は利用者負担です。
・納期限が過ぎた納付書はQRコードによる納付
ができません。
・破損、汚損などでQRコードが読み取れない場合、
納付書に印字されたeL番号を入力し納付してく
ださい。
・QRコードで納付された場合、領収証書は発行さ
れません。
※詳しくは市ホームページをご確認ください。

注意事項
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9期

12/28

12期

4/1

11期

2/29

4期

10期

1/31

2期

5期

8/31

3期

8期

11/30

3期

7期

10/31

6期

10/2

1期

1期

５/1

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月

2期

4期

7/31

1期

3期

6/30

全期

2期

５/31

市県民税
（普通徴収）

軽自動車税
（種別割）
国保税

（普通徴収）

納期限

固定資産税
都市計画税

2月 3月納期
税の種類

※市税などの納付は、安心・便利な口座振替をおすすめします。
※バーコード付きの納付書は、スマートフォン決済アプリでも納付できます。

内容　4月1日診療分から、子ども福祉医療費の受給資格対象者を高校生世代までに拡大します。

次の条件を全て満たす人
① 大村市内に住所を有する人
② 健康保険に加入していること
③ 18歳に達する日以後の最初の
3月31日までの人

保険医療機関などで支払う一部負担金から、自己負担額
【入院・外来1日につき800円（医療機関ごとに月上限
1,600円）】を差し引いた金額を助成します。
※調剤薬局は自己負担額なし。

償還払い方式（ご自身での支給申請が必要です）※令和5年10月診療分から代理申請方式

◆ 助成内容

◆ 助成方法（高校生世代分）

※詳しくは、受給資格対象者にお送りする案内をご確認ください。

◆ 受給資格対象者

▲市ホームページ

税務課（内線125）

福祉総務課（内線604）

【令和５年度納期一覧】
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総務課（内線212）

市役所の機構見直しについて

内容　4月から市役所の機構を次のとおり見直します。
◆スポーツ振興課に「全国高総体推進室」を設置
令和6年度の全国高等学校総合体育大会(インターハイ)
において、本市が会場となる卓球競技(男女)およびソフト
ボール競技(男女)の開催準備、運営などを円滑に推進し
ます。

◆こども政策課に「大村市幼児教育・保育支援セン
　ター」を設置（詳しくは17㌻）
放虎原こども園の教育研究および特別支援の機能を強化
し、教育・保育の質の向上、保育者の支援充実を図ります。

◆教育総務課に「学校施設整備室」を設置
大村市学校施設長寿命化計画に基づき、学校施設として
求められる機能や役割などを考慮しながら、小中学校の
長寿命化改修、建て替えなどを円滑に進めるため、整備体
制の強化を図ります。

「ゼロカーボンシティ」
を宣言しました

本市は２月24日に「ゼロカーボンシティ」を
宣言し、2050年までに二酸化炭素(CO2)
排出実質ゼロを目指すこととしました。
CO2排出実質ゼロとは、CO2などの温室
効果ガスの人為的な発生源による排出量
と、森林などの吸収源による除去量との均
衡を保つことを意味します。市民・事業者・
行政が一体となった「オール大村」での「ゼ
ロカーボンシティ」の実現に向けた取り組
みにご協力をお願いします。

環境保全課（内線149）

企画政策課（内線229）

令和4年度行政評価の結果をお知らせします

内容　評価結果に基づいた事務事業の改善・改革を進め、市民サービスの充実に努めます。

「拡充」とした主な事業
・乳幼児・妊婦健康診査事業
・こども家庭センター事業
・子ども医療費助成事業
・待機児童解消緊急保育士確保事業
・法定予防接種等接種事業（成人用）
・成年後見制度利用促進事業
・市有林の育成及び活用等による林業の振興事業
・特産品販路開拓事業

「その他の見直し」とした主な事業
・奨学金事業
・住民主導型地域活性化事業

「縮小」とした主な事業
・子育て世代包括支援センター事業
・社会保障・税番号制度推進事業

「終了・廃止・他事業に統合」とした主な事業
・三城保育所園舎整備事業
・環境基本計画策定事業

◆ 継続事業

◆ 新規事業として採用した主な事業
・幼児教育センター運営事業
・おおむら中小企業DX推進事業
・大村版統合型移動案内サービス事業
・電動アシスト自転車購入費補助事業
・窓口受付支援システム構築事業
・デジタル地形図作製事業
・新体育文化施設基礎調査事業

終了・廃止・他事業に統合
1.1%（6件）

縮小
0.7%（4件）

その他の見直し
1.1%（6件）

拡充
4.3%（23件）

現状維持
92.8%（501件）

540事業
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